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第3編 土木工事共通編 
 

第1章 総 則 

 

第1節 総 則 

3-1-1-1 用語の定義 

1.一般事項 

土木工事にあっては、第 1 編の 1-1-1-2 用語の定義の規定に加え以下の用語の定義

に従うものとする 

2.段階確認 

段階確認とは、設計図書に示された施工段階又は監督職員の指示した施工途中の段

階において、監督職員が臨場等により、出来形、品質、規格、数値等を確認すること

をいう。 

3.随時検査 

随時検査とは、検査規程等に基づき行うものをいい、請負代金の支払いを伴うもの

ではない。 

3-1-1-2 請負代金内訳書 

1.請負代金内訳書 

受注者は、契約書第３条に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を規定され

たときは、内訳書を発注者に提出しなければならない。 

2.内訳書の内容説明 

監督職員は、内訳書の内容に関し受注者の同意を得て、説明を受けることができる。

ただし、内容に関する協議等は行わないものとする。 

3-1-1-3 工程表 

受注者は、契約書第 3 条に規定する工程表を作成し、監督職員を経由して発注者に

提出しなければならない。 

3-1-1-4 現場技術員 

受注者は、建設コンサルタント等に委託した監督業務の一部を実施する現場技術員

が配置された場合には、以下の各号によらなければならない。なお、当該工事を担当

する監督に関する業務を行う現場技術員については、別に通知する。 

(1)受注者は、現場技術員が監督職員に代わり施工上必要な指示、承諾、協議、立会等

を行う場合には、その業務に協力しなければならない。また、書類（計画書、報告書、

データ、図面等）の提出に際し、説明を求められた場合はこれに応じなければならな

い。 

(2)監督職員から受注者に対する指示または通知等を現場技術員を通じて行うことがあ

る。 

また、受注者が監督職員に対して行う報告または通知は、現場技術員を通じて行う

ことができる。 

3-1-1-5 監督職員による確認及び立会等 

1.立会依頼の報告 

受注者は設計図書に従って監督職員の立会が必要な場合は、あらかじめ所定の様式

により立会に係わる事項（工種、確認時期等）を監督職員に報告しなければならない。 

2.監督職員の立会 
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監督職員は、必要に応じ、工事現場又は製作工場において立会し、または資料の提

出を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。 

3.確認、立会の準備等 

受注者は、監督職員による確認及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並

び写真その他資料の整備をしなければならない。 

なお、監督職員が製作工場において確認を行う場合、受注者は監督業務に必要な設

備等の備わった執務室を提供しなければならない。 

4.確認及び立会の時間 

監督職員による確認及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、や

むを得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。 

5.遵守義務 

受注者は、契約書第 9 条第 2 項第 3 号、第 13 条第 2 項または第 14 条第 1項もしく

は同条第 2 項の規定に基づき、監督職員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあ

っても、契約書第 17 条及び第 31 条に規定する義務を免れないものとする。 

6.段階確認 

段階確認は、以下に掲げる各号に基づいて行うものとする。 

(1)受注者は、表 3-1-1 段階確認一覧表に示す確認時期において、段階確認を受けなけ

ればならない。 

(2)受注者は、事前に段階確認に係わる報告（種別、細別、施工予定時期等）を所定の

様式により監督職員に提出しなければならない。また、監督職員から段階確認の実施

について通知があった場合には、受注者は、段階確認を受けなければならない。 

(3)受注者は、段階確認に臨場するものとし、監督職員の確認した箇所に係わる書面を、

工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。 

(4)受注者は、監督職員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な機会

を提供するものとする。 

7.段階確認の臨場 

監督職員は、設計図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができ

る。この場合において、受注者は、監督職員に施工管理記録、写真等の資料を提示し

確認を受けなければならない。 

なお、低入札価格調査を経て契約した工事については、臨場を机上とすることがで

きない。 

 

表 3-1-1 段階確認一覧表 
種  別 細  別 確 認 時 期 

指定仮設工  設置完了時 

河川・海岸・砂防土工（掘削工） 

道路土工（掘削工） 

 
土（岩）質の変化した時 

道路土工（路床盛土工） 

舗装工（下層路盤） 
 プルーフローリング実施時 

表層安定処理工 表層混合処理・路床安定処理 処理完了時 

置換 掘削完了時 

サンドマット 処理完了時 

バーチカルドレーン工 サンドドレーン 

袋詰式サンドドレーン 

ペーパドレーン等 

施工時 

施工完了時 

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 施工時 

施工完了時 

固結工 

 

粉体噴射攪拌 

高圧噴射攪拌 

施工時 

施工完了時 
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 セメントミルク攪拌 

生石灰パイル 

薬液注入 施工時 

矢板工 

（任意仮設を除く） 

鋼矢板 

鋼管矢板 

打込時 

打込完了時 

既製杭工 既製コンクリート杭 

鋼管杭 

Ｈ鋼杭 

打込時 

打込完了時（打込杭） 

掘削完了時（中堀杭） 

施工完了時（中堀杭） 

杭頭処理完了時 

場所打杭工 リバース杭 

オールケーシング杭 

アースドリル杭 

大口径杭 

掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

施工完了時 

杭頭処理完了時 

深礎工  土(岩)質の変化した時 

掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

施工完了時 

グラウト注入時 

オープンケーソン基礎工 

ニューマチックケーソン基礎工 

 鉄杳据え付け完了時 

本体設置前 (オープンケーソン) 

掘削完了時(ニューマチックケー

ソン) 

土(岩)質の変化した時 

鉄筋組立て完了時 

鋼管矢板基礎工  打込時 

打込完了時 

杭頭処理完了時 

置換工(重要構造物)  掘削完了時 

築堤・護岸工  法線設置完了時 

砂防堰堤  法線設置完了時 

護岸工 法覆工(覆土施工がある場合) 覆土前 

基礎工・根固工 設置完了時 

重要構造物 

 函渠工(樋門・樋管含む) 

 躯体工(橋台) 

 ＲＣ躯体工(橋脚) 

 橋脚フーチング工 

 ＲＣ擁壁 

 砂防堰堤 

 堰本体工 

 排水機場本体工 

 水門工 

 共同溝本体工 

 土（岩）質の変化した時 

床掘掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

埋戻し前 

 

躯体工 

ＲＣ躯体工 

 
杳座の位置決定時 

床版工  鉄筋組立て完了時 

鋼橋  仮組立て完了時（仮組立てが省

略となる場合を除く） 

ポストテンションＴ(Ｉ)桁製作工 

プレビーム桁製作工 

プレキャストブロック桁組立工 

ＰＣホロースラブ製作工 

ＰＣ版桁製作工 

ＰＣ箱桁製作工 

ＰＣ片持箱桁製作工 

 プレストレスト導入完了時 

    横締め作業完了時 

プレストレスト導入完了時 

    縦締め作業完了時 

ＰＣ鋼線・鉄筋組立完了時 

（工場製作除く） 
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ＰＣ押出し箱桁製作工 

床版・横組工 

トンネル掘削工  土(岩)質の変化した時 

トンネル支保工 
 

支保工完了時 

（支保工変化毎） 

トンネル覆工 
 

コンクリート打設前 

コンクリート打設後 

トンネルインバート工  鉄筋組立て完了時 

鋼板巻立て工 
フーチング定着アンカー穿孔工 

フーチング定着アンカー穿孔完

了時 

鋼板取付け工、固定アンカー工 鋼板建込み固定アンカー完了時 

現場溶接工 溶接前 

溶接完了時 

現場塗装工 塗装前 

塗装完了時 

ダム工 各工事ごと別途定める  

鉄筋工 スペーサー個数 鉄筋組立完了時 

鋼構造物（工場製作時）  溶接完了時 

橋梁上部工 座標管理状況 架設前後 

重要構造物 

（複雑な線形等を有するもの） 
座標管理状況 設置前後 

 

3-1-1-6 数量の算出及び出来形図の作成 

1.一般事項 

受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 

2.出来形数量の提出 

受注者は、出来形測量の結果を基に、土木工事数量算出要領（案）及び設計図書に

従って、出来形数量を算出し、その結果を監督職員に提出しなければならない。 

なお、設計数量とは、設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量をい

う。 

3.出来形図の提出 

受注者は、出来形測量の結果及び設計図書に従って出来形図を作成し、監督職員に

提出しなければならない。 

3-1-1-7 随時検査 

1.一般事項 

受注者は、京都府土木工事検査基準に基づく、随時検査を受けなければならない。 

2.随時検査の適用 

随時検査は、設計図書において対象工事と定められた工事、低入札価格調査を経て

契約した工事又は監督職員が指示した工事について行うものとする。 

3.随時検査の段階 

随時検査は、設計図書において定められた段階又は監督職員が指示した段階におい

て行うものとする。 

4.随時検査の時期選定 

随時検査の時期選定は、監督職員が行うものとし、発注者は随時検査に先立って受

注者に対して随時検査を実施する旨及び検査日を連絡するものとする。 

5.検査内容 

検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として設計図書と対

比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

(1)工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

(2)工事管理状況に関する書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 
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6.適用規定 

受注者は、当該検査については、第 3 編 3-1-1-5 監督職員による確認及び立会等第

3項の規定を準用する。 

3-1-1-8 工事中の安全確保 

1.適用規定 

土木工事にあっては、第 1 編 1-1-1-28 工事中の安全確保の規定に加え以下の規定

による。 

2.建設工事公衆災害防止対策要綱 

受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通達、平成 5 年 1 月 12

日）を遵守して災害の防止を図らなければならない。 

3.使用する建設機械 

受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により

建設機械が指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければなら

ない。ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それ

を使用することができる。 

4.架空線等事故防止対策 

受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場、土取り

場、建設発生土受入地、資材等置き場等、工事に係わる全ての架空線等上空施設の現

地調査（場所、種類、高さ等）を行い、その調査結果について、支障物件の有無に関

わらず、監督職員へ報告しなければならない。 

3-1-1-9 交通安全管理 

1.適用規定 

土木工事にあっては、第 1 編 1-1-1-34 交通安全管理の規定に加え以下の規定によ

る。 

2.工事用道路の維持管理 

受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の

定めに従い、工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。 

3.施工計画書 

受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使

用方法等を施工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関

係機関に所要の手続をとるものとし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置

その他の必要な措置を行わなければならない。 

3-1-1-10 工事測量 

1.適用規定 

土木工事にあっては、第 1 編の 1-1-1-39 工事測量の規定に加え以下の規定による。 

2.仮設標識 

受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならな

い。 

3-1-1-11 提出書類 

1.一般事項 

受注者は、提出書類を工事請負契約関係の書式集等に基づいて、監督職員に提出し

なければならない。これに定めのないものは、監督職員の指示する様式によらなけれ

ばならない。 

2.設計図書に定めるもの 

契約書第 9 条第 5 項に規定する「設計図書に定めるもの」とは請負代金額に係わる

請求書、代金代理受領諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わ

る書類及びその他現場説明の際指定した書類をいう。 
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3-1-1-12 創意工夫 

受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献として評価できる項目に

ついて、工事完成時までに所定の様式により、監督職員に提出する事ができる。 

 

 


